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1 はじめに

契約

において債務者が引き受けていなかった事由

過失責任主義の廃棄

2 基本方針の内容

1　過失責任の原則から「契約の拘束力」へ

過失責任の原則を転換し、「契

約の拘束力」にこれを求めることを提案

特別連載

民法（債権法）改正
の個別論点とその問題点Vol.4

Ⅰ 損害賠償の免責事由
民法改正問題特別委員会 副委員長　
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2　裁判実務は変わらない！？

従来の裁判実務の結論および

その判断プロセスに何らの変更もない

基本方針の提案

①　債務内容の確定
　（債権者側の主張立証）

②　不履行事実の確定
　（債権者側の主張立証）

③’　免責事由
　（債権者側の主張立証）

契約および債権一般
図2

各種の契約

履行不能

損害賠償
[3.1.1.62]

解除
[3.1.1.77]
※債務者の帰責事由の
　有無は問わない

危険負担は廃止。
[3.1.1.85]
反対債権からの解放は、
解除で処理する。

役務提供契約
に関する規定

受領遅滞
（※履行が可能で
あることが前提）

受領遅滞中の不能は、対価危険が移転することを明文化
[3.1.1.87＜4＞]

役務受領者の義務違反に
よって役務提供が不可能
となった場合には、役務提
供者は、約定の報酬から自
己の債務を免れることに
よって得た利益を控除した
額を請求できる。
[3.2.8.09＜2＞]

履行不能が、債権者の受
領義務その他の義務違反
によって生じたときは、債権
者は解除することができ
ず、債務者は反対給付を
請求することができる。
[3.1.1.78＜2＞]
[3.1.1.86]

現在の裁判実務

①　債務内容の確定
　（債権者側の主張立証）

②　不履行事実の確定
　（債権者側の主張立証）

③　無過失の抗弁
　（債権者側の主張立証）

学理的転換
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3 基本方針の問題点

1　不当な契約条項の増加の恐れ

当事者間に地位の優劣が存在し、かつ、そ

の一方当事者に有利な免責または履行保証ルールが約

定された場合には、当該条項による不合理を是正する

ための規定を整備

2　「契約において債務者が引き受けていなかった事

由」の文言の曖昧さ

内容が明確でないうえ、当該事由の

判断が規範的評価を伴うものであることを適切に表し

ているとは言えない
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1 はじめに

代理

および授権 現民

法の立場を基本的に維持するもの

2 表見代理

1　基本方針の立場

現民法同様に3つの表見代

理類型を維持し（【1.5.K】）、その重畳適用についても

認めた上で、必要な修正を行っています

規定の曖昧な文言を排除

表見代理制度の趣旨

代理権消滅後の表見代理

2　問題点

表見代理規定を法定

代理の場合に適用することを明文で否定してしまうこ

とには疑問があります

Ⅱ 代理
民法改正問題特別委員会 委員　
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現民法112条に

相当する規定を表見代理規定とする基本方針の立場で

は、相手方の主観的保護要件に関する議論はなされて

いるものの、この場合の本人の帰責性をどう考えるの

か、という問いに対する答えは示されていない

3　その他
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●

●

●

●

1 基本方針の内容
 

対抗要件を備え

ることによって当該譲渡を第三者・債務者に対抗する

ことができる旨を明文化

譲渡人及び「将

来債権を生じさせる譲渡人の契約上の地位を承継した

者」に対して、それが及ぶとする一方、当該効力の範

囲を、その限度に制限する

将来債権譲渡の後に譲渡人に倒産手続が開始した場

合の擬律について、倒産管財人等が第三者に該当する

か否かとの判断枠組を提示するに留める

2 基本方針の問題点

1　将来債権譲渡の第三者に対する効力について（上記②）

更に慎重な検

討を要する

理論的観点からの検討

Ⅲ 将来債権の譲渡について
民法改正問題特別委員会 委員　
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公示方法の観点からの検討

実務上の観点からの検討
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2　将来債権譲渡の倒産管財人等に対する効力について

（上記②）
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かかる議論展

開を、民法レベルで敢えて阻害しない法文とすること

が望ましい

1 請負における基本方針の概要

請負の定義における「引

渡し」の要件の追加 注文者の受領義務の明記 瑕

疵担保責任の内容の変更 注文者の瑕疵通知義務の明

記 瑕疵担保期間についての変更 下請負人の注文

者に対する直接請求権の付与等

2 請負の定義

1　基本方針の概要

その目的物を引き渡す義務を

負い

基本方針が請負を仕事の目的物とその対価を交

換する契約としてとらえるとの立場を採用した

目的物の完成後は、売買と請負とを同じ枠組みと

して考えていくことになります

2　問題点

3 注文者の受領義務

1　基本方針の概要

目的物の受領義務

Ⅳ 請負（1）
民法改正問題特別委員会 委員　
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事業者については、目的物の受領義務のみ

ならず、契約適合性についての検査義務も定められま

した

2　問題点

契約適合性を確認する

機会を与えられたからといっても、当該目的物に関

する専門知識が不足していることが多い

事業者に検査義務が課されていることも問題

現行民法 基本方針 変更点

の に があるとき
は、 は、 に し、
の を めて、その の
を することができる。
ただし、 が でない に
おいて、その に の を
するときは、この りではない。

（ 634 1 ）

の を めて、その の
を すること。ただし、
の および に らして、

その に の を すると
きは、この りではない。

「 が でない におい
て」→「 の および
に らして」に

の に があり、その
ために の を することが
できないときは、 は、
の をすることができる。ただ
し、 その の の に
ついては、この りではない。（

635 ）

の に があり、その
ために した を すること
ができないときは、 は、
の をすること。

635 「ただし、 その
の の については、こ

の りではない。」が

なし
する（ ）
しない（ ）

【表：瑕疵担保責任の改正点】
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4 瑕疵担保責任

1　基本方針の概要

瑕疵修補請求の要件の変更 解除制限

規定の削除 報酬減額請求権の付与（ただし、基本

方針の甲案を採用した場合）

2　問題点

瑕疵修補請求の要件について

報酬減額請求権について

1 基本方針の内容

1　時効障害事由の再編成

時効障害を再編成

時効期

間の更新

時効期間の満了の延期

時効期間の進行の停止

2　時効障害事由の整理

個々の時

効障害事由も整理

Ⅴ 債権時効障害
民法改正問題特別委員会 委員　
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確定判決等債権

仮差押

え 仮処分

債権者・債務者間の債権に関する協議をする旨の合意

2 基本方針の問題点

1　協議の合意を「時効期間の進行停止」事由とするこ

との基本的な評価

2　協議の合意を「時効期間の進行停止」事由とするこ

とに対する実務的な問題点


